第12章　ベトナム

エリック・D・ラムステッター

最近の動向：　ベトナムは2004年も引き続き東アジアで最速の成長を遂げている経済のひとつとなった。政府は2005年１月初めに2004年の実質GDP成長率が7.7％，2005年の成長率目標はさらに高い8.5％であると発表した（Vietnam, Ministry of Finance，2005）。現実的にみて，政府が2004年の経済成長率をこのように早期（翌年の1月）に確定することは不可能であるが，ベトナムでは発表された成長率が見直されることはめったにない。したがって表12.1では2004年の成長率を7.7％と想定しているが，これは表1.2の最高予想値よりわずかに高い。2005年の予想は政府の目標値と異なり，2004年より幾分減速するとしている。

しかし，高度成長にインフレ加速が伴い，政府の発表によると2004年の消費者物価上昇率は9.5％に達した（Vietnam, Ministry of Finance，2005）。表12.2では，これが2004年の実際のインフレ率とし，GDPデフレータを10％増と想定している。どちらも表1.2に示す2004年の予測値より高いが，2005年はインフレが大幅に低下すると予想している。この2004年のインフレ率は1996年に一桁になって以来, 初の急上昇である。極端な高インフレは，市場を通じた価格決定を導入し市場経済への移行を開始した1986年のドイモイ改革の最も憂慮すべき結果である。1990年代半ばまでインフレをコントロールできなかった政府にとって，近年のインフレをコントロールすることは非常に重要である。
市場経済への移行プロセスはまだ不完全で，推進派または移行のペースを加速させようとする者たちと，反対派あるいはいくつかの改革を元に戻したいと願う者たちの基本的関係は相変わらず対立状態にある。経済統計を作成する側は正確さを追及するが，政府は依然として情報をコントロールする必要があると考えている。統計は1990年代半ば以来大幅に改善されたにもかかわらず，両者間の対立は現在も続いている。たとえば，市場経済ではあまりにも早い時期に正確な推定値を公表することは不可能であるにもかかわらず，政府は（GDP成長率など）様々な予測値を早期に発表することで，共産党創設者が確立した方法で今でも経済をコントロールしているのだというイメージを伝えようとしているのである。

しかし，改革の目的が民間の生産と投資の促進にあるにもかかわらず，この10年間における生産と投資に占める国営部門の割合は一定，ないしは増加傾向にある。1988年に44％にまで上昇した後（Nguyen et al., 2002），国営部門の対実質GDP比率は1995～2003年まで40～41％と高水準で推移した（Vietnam, General Statistical Office，various years b）。国営部門の名目値での対GDP比率は1998年に33％と低かったが，これは国営部門ではまだ価格が相対的に低かったからである。しかし，1995～2003年には38～40％に上昇し，対実質GDP比率と同様の水準となった。その間，総投資額に占める国営部門の割合は1995年の42％から1996～97年は49％に，1998～2003年には55～58％に増加した。したがって，ドイモイ改革開始後ほぼ20年が経った今でも，国営部門はいまだベトナム経済で非常に大きな役割を果たしている。一方，まだベトナム国民のほとんどが従事している農業では国営部門のシェアが非常に小さい。結果的に，1992～2001年の国営部門の雇用割合は1990年の11.6%からわずかに低下して9.1～9.6％となった。（Vietnam, General Statistical Office，various years b）。

また，市場経済を目指す重要な改革が最近も続いていることを認識しておくことも重要である。たとえば，1999年の会社法制定とその後の実施は民間投資と生産を制限している障害の除去に向けた非常に重要な措置であった。関連して，2004年には会社法と投資法を統一する取り組みが進み, 2005年か2006年までに統一が完了する予定である。2004年には国営企業（SOE）の改革方法を詳述した重要な行政命令も出された。さらに，土地取引手続を規定する改正土地法を実施するため行政命令による制度改革にも取組んだ。多分最も重要なのは，世界貿易機構（WTO）への加盟努力が2004年に大きく進展したことだろう。ほとんどの専門家は2005年後半か2006年までにはベトナムが加盟国になると見ている。にもかかわらず，政府役人や共産党役員の間には民間企業に対する不信がまだ根強く，民間企業の運営を複雑にしている。

成長，生活水準，経済構造：　1980年代半ばの劣悪な経済状態と過去20年間の大きな制度的変化を考えると，ベトナムがほぼこの時期を通じて高いGDP成長率（1992～97年および2000～04年は年6.8％以上，1988～91年および1998～99年は年4.8～6.0％，表12.1）を達成したことは驚くべきことである。表12.1に示す2004年の公式推定値によると，おそらく生活水準の時系列変化を測る最良の尺度であるベトナム・ドンで計算した一人当たり実質GDPが1985～2004年の間に2.5倍以上になった。一人当たり所得の増大に加えて，乳児死亡率が低下し，中等教育の就学率は著しく伸び，非識字率は緩やかに低減，平均余命も延びている。

それでも，ベトナムはいまだに東アジア主要経済国の中でも最貧国である。たとえば，2004年の一人当たりGDPはおよそ566米ドルで，日本の1.5％，インドネシアの約47％の水準であった（表1.1参照）。しかし，一般的に利用されるこのような比較ではベトナムのような貧しい国の平均的国民の相対的購買力を過小評価してしまう。なぜなら，貧しい国ではタクシー料金や散髪代など非貿易財・サービスの費用が相対的に安価であるからだ。しかし，国際ドルで評価した場合でも，ベトナムの一人当たりGDPは依然低く，2004年は日本の8.7％，インドネシアの72％であった。ベトナムの所得水準が低いのは1950年代から1970年代にかけての長期にわたる戦争と1970年代の終わり，および1980年代初頭から中期にかけてベトナム経済を世界から孤立させ，市場を抑圧した政策の負の遺産でもある。外国政府，特にアメリカの政策もベトナムの孤立に拍車をかけた。

ベトナムの経済成長の推定値に関しては国際機関の推定値と同国の推定値に重要な点で違いがあり，これまでも問題になってきた（Nguyen et al，2002, pp. 185～194参照）。さらに，上記，2004年の推定値の早期発表が示すように，「データの出所は予想（報告）データ」に頼らざるを得ず（IMF，2003a, pp.50～51），往々にしてベトナム統計局の役人には成長目標を確実に満たす事で上司や監督官庁の歓心を買おうとする意図が強い。そのために確実さをないがしろにしてまで，目標値に近い「公式」値を発表しようとするのである。また，国際比較可能な経済統計を作成し始めてから日が浅く，推計値に比較的大きい誤差が生じる可能性があることも問題だろう。この点については，ベトナムではデータ収集・作成に対する予算配分が不十分だという要因もある。しかし，過去10年間ですでに大きな改善がなされ，この20年間を通じたベトナムの目ざましい経済成長を疑うものは誰もいない点は強調しておくべきだろう。

ベトナムはまだ農業国で2003年の雇用の57％は農業に従事している（表12.1）。1985～95年にかけて雇用シェアは70～72％と大きな変化がなかったが，その後の10年間でシェアが急激に低下した。しかし，農業の対実質GDP比率が低下し始めた時期はもっと早く，1985年の35％から1995年には26％に，2003年には21％に減少している。上記のように，農業に従事しているのは圧倒的にベトナムの民間企業（主に家内企業）である点は重要である。これら民間企業が1994～99年には名目あるいは実質評価で農業GDPの96％以上を占めた（Nguyen et al，2002）。製造業が雇用に占める割合はどちらかというと一定しており，1990～96年は7～8％，その後2003年に11％に上昇した。一方，製造業の対実質GDP比率はドイモイ改革後低下し，1987～88年の最高値19％から1990～91年には14％に低下し，その後1995年に16％に，そして2003年には21％に上昇した。1990年代半ばを通して製造業のシェアが低下あるいは停滞したのはドイモイ価格改革により当初他の企業より国有企業の成長が鈍化したことが一因である。製造業では国有企業が比較的重要で，1985～99年は製造業GDPの53％～61％を占めている。石油・ガスの生産増加が主因となり，鉱業の対実質GDP比率は1988年の1％から1991年には4％に急増，その後は穏やかに上昇し1997～2003年は6～7％の間で推移している。鉱業では海外多国籍企業（MNC）が支配的で，各年の変動，また名目か実質かの計算方法にもよるが，1994～99年の鉱業GDPの76～82％を占めた。他の産業，主にサービス業での雇用成長は特に著しく，1989年には17％であったシェアが1995年には22％に，そして2003年には32％に上昇した。しかし，農業，鉱業，製造業および電気・ガス・水道を除く産業が実質GDPに占める割合は1990～2003年まで49～51％で推移している。近年，これらの産業のうちでも商業のシェアが最大になっており，その後で行政サービス，建設と続いている。

支出面で最も顕著な変化は民間消費の対実質GDP比率の急速な低下で，1985～97年には90％以上あったものが1992年には80％に，1997年には71％，2001～03年は65％になった。比較的貧しい国では, 蓄える余裕のない個人が多いため，民間消費の割合が高いことが多い。もうひとつ，1990年代初頭を通じて設備投資および在庫投資の割合が比較的低い点も所得水準の低さを反映する特徴である。しかし， 1990年代半ば以降，消費および投資水準が高いためにこの割合が著しく上昇し, 1990年代半ばを通じて国内貯蓄が不十分で投資需要を満たすことができなかった。これに呼応して，ベトナムは多額の貿易赤字を抱えていた。財貨とサービスの純輸出は1985～90年で実質GDPの－10～－14％，1993～98年は－8～－11％であったが，1999～2002年にかけて民間消費の割合が減少した時に，純輸出も実質GDPの－4～－5％に低下した。対外赤字の縮小がそれまで特に深刻だった外国資本調達の必要性を少なくとも一時的に緩和した。しかし，2003年には再び赤字が大幅に拡大し実質GDPの－9％になり，長期的に1999～2002年の水準が維持できるかが疑問視された。輸出入の対GDP比率も1980年代後半から急上昇し，2001年には名目・実質共に50％を超えた。これはドイモイ時代にベトナムが国際貿易に急速に門戸を開放したことを反映している。

金融・財政政策：　市場による価格決定の導入後，ベトナムは非常な高インフレを経験し，インフレ率は1986～88年に年362～407％，1989～92年には33～79％に達した（表12.2）。したがって，続く1990年代半ばにインフレが減速したことは政策当局者にとって大きな成功であった。ベトナムは1996年以降インフレを巧妙に低いレベルに抑えてきたが, 上述したように2004年のインフレ上昇は幾分懸念材料になっている。高インフレに悩むほとんどの国と同様に，ベトナムでも大幅な通貨切り下げが行われ，ベトナム通貨のドンは1986年末の1米ドル当たり22.5ドンから1991年末には11,500ドンに下落した。1990年代半ばに変動があった後，通貨当局は比較的ゆっくりした率で毎年ドンを切り下げ始めた。したがって，最近のインフレ加速が今後通貨切り下げにどう影響するか見極める必要がある。

1980年代後半は財政赤字も大きく，1988～90年はGDPの7～10％で，同時期の高インフレの一因となった。その後，1994～99年に赤字はGDPの1.7％に大幅に減少した。最近では，2000～01年および2003～04年にかけて, GDP比2.8～3.5％と赤字がやや拡大した。したがって，ベトナムのドイモイ改革は民間企業振興には限定的成果しか上げなかったかもしれないが，全体的にマクロ経済の安定性促進と外国資本依存の低減には大きな成功を収めた。しかし，今後インフレの悪化や財政赤字拡大が再び問題となる可能性がある点は懸念される。

ベトナムではまだ国営部門の占める割合が比較的大きい。この主な理由は国有企業，特に大手は収益を上げなくても多くの場合国営銀行から貸付を受けられるためである。しかし，（政府に対する少額貸付を除いて）国有企業に割り当てられる国内貸付株式の割合は最近若干低下しており，1998年は52％であったものが2002年には39％になっている（IMF，2003c, p.23）。同様に，国営銀行の国有企業に対する国内貸付の割合も1998年の47％から2002年には35％へ低下した。この数字は民間の貸手と借手の活動が近年活発になっていることを示している。それでも依然として国有企業は比較的容易に貸付を受けることができる。ひとつには銀行自体が脆弱で，国有企業を債務不履行に陥らせてポートフォリオに不良債権を増やしてしまうような余裕のなさが理由として挙げられる。したがって，金融部門改革にとっては国有企業改革は不可欠な要素であり，今ではこの事実も十分理解されている。

対外取引と債務：　外国資本への依存度の低減は経常収支にも反映されている。1993～97年のGDP比5.7～8.3％に匹敵する多額の赤字が，1999～2001年には2.1～4.1％の黒字に転じた（表12.2）。主に急激な財貨輸入の伸びが原因で2002年には若干の赤字に戻り，2003年にはGDPの4.8％に拡大した。2004年の経常収支の赤字はGDPの4.0％と高いまま推移したと見られるが，これは製品輸入の急増を反映している。表1.2を見ると経常収支の赤字は2004年に若干拡大し，2005年も同程度で推移しそうだ。現在のところ心配はないものの，最近の赤字は中期的な持続可能性に疑問を呈するほど巨額である。

また，対内直接投資の推定値にも問題がある。ベトナムでは，経済規模と資本流入総額を考慮すれば対内直接投資はかなり規模が大きく重要である。表12.2の推定値はIMF（various years c）に報告されたベトナムの公式データおよび確実な情報源に基づいている。数字を見ると対内直接投資フローは，2000～01年が年間13億米ドル，2002年は14億米ドル，その後2003年に15億米ドルに増加している。しかし，IMFの他の推定値（2003a p.32）はこれより相当低く，2000～01年が8～9億米ドル，2002年は11億米ドルとなっている。これら2つの数字には大きな差があるため，経常収支データの出所はどこかに問題がある。いずれにしろ，ベトナムが今後巨額の経常赤字を放置するのは1990年代半ばよりさらに難しいのではないかと考えられる。

対外債務の動向は先に述べたインフレおよび通貨変動の動向を反映する。1989～91年にインフレ率がGDPの300％以上で最高値に達した後，債務が急増したが，その後1997～99年にはGDPの約5分の4，2000～04年には5分の2へと著しく減少した（表12.3）。2000年に大幅に縮小した後，現在，ベトナムの債務負担は金融危機の影響が最も深刻だった国を含めた他のアジア諸国と同程度である。それでも，ベトナムの債務負担と急成長時に巨額の経常赤字を計上したことを考えると，適切な海外資金調達が依然として問題となっている。

品目別・国別の対外取引：　ベトナム経済は本質的に農業経済であることを考えると，農産物がベトナムの輸出の大部分を占めることは驚くにあたらない。2002年，農産物は輸出全体の25％を占め，1986～87年の46～47％から低下した（表12.3）。2002年はその他製品が41％と輸出の最大割合を占め，主な内訳は履物（15％），衣類（13％），そしてそれらよりはかなり小さいが雑貨（3.9％），家具（3.2％），織物（1.6％）となっている。労働集約度の高いその他製品の割合は1980年代後半から1990年代初めにかけて低下したが，その後急激に上昇した。これはドイモイ改革とソビエト連邦崩壊後に，ベトナムの生産業者が新しい市場を開拓し，品質を国際レベルにまで向上させるのに苦労したことを示唆している。1980年代後半および1990年代初頭に鉱物性燃料の輸出が比較的急速に伸び，この産業が輸出に占める割合は1986～88年の4％から1992年の最高値である34％に達した。1998年にはまた16％にまで落ち込んだが，その後1994～2002年には18～26％にまで回復している。1990年代初めに大規模な原油生産を開始した後シェアがこのように変動した主な理由は原油価格の変動である。輸出面では，機械製品やその他製品が最も多く，それぞれ2000～01年の総輸出の29～30％，32～35％であった。鉱物性燃料と化学製品の輸入も比較的多い。

最近のベトナム経済最大の変化の1つはアメリカへの輸出の急増で，2001年は総輸出のわずか7％だった対米輸出が2002年には14％に，2003年と2004年の1から11月にかけては19～20％に上昇した（表12.4）。これは2001年に調印された米越二国間貿易協定の直接的影響である。しかし，2003年に交渉が行われた米越繊維協定やエビその他製品に関する反ダンピング訴訟などの保護策がいくつかのベトナムの主要輸出品目の対米輸出を制限しかねないとの懸念から，今後の対米輸出の成長見通しは暗い。米国への輸出拡大に伴い，1997～2002年までベトナムにとって2大市場であった欧州工業国および日本のシェアは2003～04年にそれぞれ18～20％，13～14％に下落した。その他の東アジア諸国のうち同年の最大市場は中国（9～10％），シンガポール（5％），台湾（3～4％）と続いている。輸入面では，アメリカのシェアは相変わらず小さく，2003年と2004年1月～11月までわずか4～5％であった。2003～04年に特に目立って大きなシェアを占める国はなかったが，日本，中国，韓国，台湾，シンガポール，欧州工業国など多くの国が10～13％とある程度のシェアを占めた。これは，表12.4に記載されていない他の経済圏の国々（主に共産圏の国々）が輸出入共に圧倒的なシェアを持っていた1980年代後半に比べると非常に対照的である。国連や世界銀行などの国際機関がベトナムにおける比較的多額の公的資金の供給源となってきたが，欧州や日本も相対的に大きな貢献をしてきた。外資系銀行による限定的融資では欧州の銀行が大きなシェアを持っている。

日本との経済関係：　ベトナムの対日貿易構造はベトナムの全般的な貿易構造と類似している（表12.5）。日本は機械産業に強い比較優位を持っているが，ベトナムは逆に農業，鉱業そして軽工業に比較優位を持っている。これに対応して，日本はベトナムに大量の機械製品を輸出し，ベトナムからの輸入品は農産物，鉱物性燃料，衣類に集中している。また，日本は比較的多くの繊維，鉄鋼をベトナムに輸出している。その他電気機械の双方向貿易も急速に拡大しており，その中心は中間財として利用される様々な部品である。

1992年まではベトナムで操業する日系企業は6社に満たなかったが，1990年代半ばに急増し，東洋経済のより包括的な推計値によると（表12.6），2003年には203社に達している。これら関連企業の従業者数の伸びはさらに大きく，1992年の430人から2003年の59,930人に増加した。雇用の大部分は製造業である。経済産業省（旧通商産業省）の公式推定値によると，2000年に電気機械および輸送機械の2つの業種を合わせると日系企業がベトナム経済に占める売り上げの割合（72％）ならびに雇用の割合（64％）はきわめて大きい。
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